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（附則） 

第１ この要綱は、平成１６年４月１日から適用する。 

第２ 改正後の要綱の規定にかかわらず、平成１５年度の実績報告については、改正前

の要綱の規定及び様式を使用するものとする。 

第３ 平成１６年度の特例 

  平成１６年度については、本則の規定にかかわらず交付額の算定は次による。 

１ 本則第４の１及び２の合計額が平成１５年度の民間社会福祉施設サービス推進費

補助金の交付額（以下「１５年度交付額」という。）と同額又は上回る場合は、次の

（１）及び（２）により算定した額と本則第４の３の額を合計した額（１，０００円 

 未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。）とする。 

 （１）本則第４の１及び２の合計額（１５年度交付額に１００万円を加えた額を上限

とする。） 

 （２）本則第４の１及び２の合計額から（１）で得た額を差し引いた額と本則第４の

２の額に０．５を乗じて得た額（３００万円を上限とする。）を比較し、いずれ

か小さい方の額 

２ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１００

万円以下の場合は、本則第４により算定した額とする。 

３ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１００

万円を超える場合は、次の（１）及び（２）により算定した額のいずれか大きい額と

本則第４の３の額を合計した額（１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てる。）とする。 

 （１）１５年度交付額から５００万円を差し引いた額 

（２）本則第４の１及び２の合計額と、１５年度交付額から本則第４の１及び２の合

計額並びに１００万円を差し引いた額に０．８を乗じて得た額を合計した額 

第４ 平成１７年度の特例 

  平成１７年度については、本則の規定にかかわらず交付額の算定は次による。 

１ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額と同額又は上回る場合は、次の（１）

及び（２）により算定した額と本則第４の３の額を合計した額（１，０００円未満の

端数が生じた場合には、これを切り捨てる。）とする。 

 （１）本則第４の１及び２の合計額（１５年度交付額に１００万円を加えた額を上限

とする。） 

 （２）本則第４の１及び２の合計額から（１）で得た額を差し引いた額と本則第４の

２の額に０．６を乗じて得た額（４００万円を上限とする。）を比較し、いずれか

小さい方の額 

２ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１００

万円以下の場合は、本則第４により算定した額とする。 

３ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１００

万円を超える場合は、次の（１）及び（２）により算定した額のいずれか大きい額と

本則第４の３の額を合計した額（１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てる。）とする。 
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 （１）１５年度交付額から１，０００万円を差し引いた額 

（２）本則第４の１及び２の合計額と、１５年度交付額から本則第４の１及び２の合

計額並びに１００万円を差し引いた額に０．６を乗じて得た額を合計した額 

第５ 平成１８年度の特例 

  平成１８年度については、本則の規定にかかわらず交付額の算定は次による。 

１ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額と同額又は上回る場合は、次の（１）

及び（２）により算定した額と本則第４の３の額を合計した額（１，０００円未満の

端数が生じた場合には、これを切り捨てる。）とする。 

 （１）本則第４の１及び２の合計額（１５年度交付額に１００万円を加えた額を上限

とする。） 

 （２）本則第４の１及び２の合計額から（１）で得た額を差し引いた額と本則第４の

２の額に０．７を乗じて得た額（５００万円を上限とする。）を比較し、いずれ

か小さい方の額 

２ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１００

万円以下の場合は、本則第４により算定した額とする。 

３ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１００

万円を超える場合は、次の（１）及び（２）により算定した額のいずれか大きい額と

本則第４の３の額を合計した額（１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てる。）とする。 

 （１）１５年度交付額から１，５００万円を差し引いた額 

（２）本則第４の１及び２の合計額と、１５年度交付額から本則第４の１及び２の合

計額並びに１００万円を差し引いた額に０．４を乗じて得た額を合計した額 

第６ 平成１９年度及び平成２０年度の特例 

  平成１９年度及び平成２０年度における特例については、別途定める。 

 

附 則（平成１７年３月３１日付１６福保高施第８１１号） 

 この要綱は、平成１７年４月１日から適用する。 

 

附 則（平成１８年９月２９日付１８福保高施第４９３号） 

この要綱は、平成１８年１０月１日から適用する。 

 

附 則（平成１９年２月２３日付１８福保高施第９２４号） 

第１ この要綱は平成１９年４月１日から適用する。 

第２ 改正後の要綱の規定にかかわらず、平成１８年度の実績報告については、改正前

の要綱の規定及び様式を使用するものとする。 

第３ 平成１９年度の特例 

   平成１９年度については、本則の規定にかかわらず交付額の算定は次による。 

  １ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額と同額又は上回る場合は、次の

（１）及び（２）により算定した額と本則第４の３の額を合計した額（１，０００ 

   円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。）とする。 
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   （１）本則第４の１及び２の合計額（１５年度交付額に１００万円を加えた額を 

上限とする。） 

   （２）本則第４の１及び２の合計額から（１）で得た額を差し引いた額と本則第 

４の２の額に０．８を乗じて得た額（６００万円を上限とする。）を比較し、 

いずれか小さい方の額 

  ２ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１

００万円以下の場合は、本則第４により算定した額とする。 

  ３ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１

００万円を超える場合は、次の（１）及び（２）により算定した額のいずれか大 

きい額と本則第４の３の額を合計した額（１，０００円未満の端数が生じた場合 

には、これを切り捨てる。）とする。 

  （１）１５年度交付額から２，０００万円を差し引いた額 

  （２）本則第４の１及び２の合計額と、１５年度交付額から本則第４の１及び２の 

合計額並びに１００万円を差し引いた額に０．２を乗じて得た額を合計した額 

第４ 平成２０年度の特例 

   平成２０年度については、本則の規定にかかわらず交付額の算定は次による。 

  １ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額と同額又は上回る場合は、次の

（１）及び（２）により 算定した額と本則第４の３の額を合計した額（１，０

００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。）とする。 

（１）本則第４の１及び２の合計額（１５年度交付額に１００万円を加えた額を  

上限とする。） 

（２）本則第４の１及び２の合計額から（１）で得た額を差し引いた額と本則第

４の２の額に０．９を乗じて得た額（７００万円を上限とする。）を比較し、

いずれか小さい方の額 

  ２ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１ 

００万円以下の場合は、本則第４により算定した額とする。 

３ 本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額を下回る場合でその差額が１

００万円を超える場合は、次の（１）及び(２)により算定した額のいずれか大き 

い額と本則第４の３の額（１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切 

り捨てる。）とする。 

（１）１５年度交付額から２，５００万円を差し引いた額 

（２）本則第４の１及び２の合計額 

第５ 平成２１年度の特例 

   平成２１年度については、本則第４の１及び２の合計額が１５年度交付額から３，

０００万円を差し引いた額よりも下回る場合は、次の１及び２により算定した額の

いずれか小さい額と本則第４の額を合計した額（１，０００円未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てる。）とする。 

  １ １５年度交付額から平成１５年度における施設の経常収入（又は歳入）に０．

１を乗じて得た額並びに本則第４の１及び２の合計額を差し引いた額に０．５を

乗じて得た額（ただし、１５年度交付額が当該合計額を下回る場合は、０円とす
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る。） 

２ １５年度交付額から本則第４の１及び２の合計額並びに３，０００万円を差し

引いた額 

第６ 新規施設の特例 

   平成１６年度以降に新たに事業を開始する施設については、平成１５年度の民間

社会福祉施設サービス推進費補助の算定方法を用いて算定した額を１５年度交付

額とみなし、附則第３及び第４の特例を適用する。 

 

附 則（平成２１年２月２日付２０福保高施第８６０号） 

第１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

第２ 改正後の要綱の規定にかかわらず、平成２０年度の実績報告については、改正前

の要綱の規定及び様式を使用するものとする。 

 

附 則（平成２２年２月１６日付２１福保高施第１３８６号） 

第１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

第２ 改正後の要綱の規定にかかわらず、平成２１年度の実績報告については、改正前

の要綱の規定及び様式を使用するものとする。 

 

附 則（平成２３年３月 ９日付２２福保高施第２００５号） 

第１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

第２ 改正後の要綱の規定にかかわらず、平成２２年度の実績報告については、改正前

の要綱の規定及び様式を使用するものとする。 

 

附 則（平成２４年３月３０日付２３福保高施第２１２５号） 

第１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

第２ 改正後の要綱の規定にかかわらず、平成２３年度の実績報告については、改正前

の要綱の規定及び様式を使用するものとする。 

 

附 則（平成２５年３月２９日付２４福保高施第２１３８号） 

第１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

第２ 改正後の要綱の規定にかかわらず、平成２４年度の実績報告については、改正前

の要綱の規定及び様式を使用するものとする。 

 

附 則（平成２６年３月３１日付２５福保高施第２１５７号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年１月３１日付３０福保高施第１８０６号） 

この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年４月２６日付３１福保高施第３３２号） 
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この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則（令和７年３月７日付６福祉高施第１８６５号） 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 


